
 

四半期報告書 

（第41期第３四半期） 

自 2019年10月１日 

至 2019年12月31日 

 

福井コンピュータホールディングス株式会社 

福井県福井市高木中央１丁目2501番地 



目       次 

  頁

表 紙  

   

第一部 企業情報  

第１ 企業の概況  

１ 主要な経営指標等の推移 ………………………………………………………………………………………… 1

２ 事業の内容 ………………………………………………………………………………………………………… 1

第２ 事業の状況  

１ 事業等のリスク …………………………………………………………………………………………………… 2

２ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 ………………………………… 2

３ 経営上の重要な契約等 …………………………………………………………………………………………… 3

第３ 提出会社の状況  

１ 株式等の状況  

(1）株式の総数等 …………………………………………………………………………………………………… 4

(2）新株予約権等の状況 …………………………………………………………………………………………… 4

(3）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等 ………………………………………………… 4

(4）発行済株式総数、資本金等の推移 …………………………………………………………………………… 4

(5）大株主の状況 …………………………………………………………………………………………………… 4

(6）議決権の状況 …………………………………………………………………………………………………… 5

２ 役員の状況 ………………………………………………………………………………………………………… 5

第４ 経理の状況 …………………………………………………………………………………………………………… 6

１ 四半期連結財務諸表  

(1）四半期連結貸借対照表 ………………………………………………………………………………………… 7

(2）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 …………………………………………………… 9

四半期連結損益計算書 ………………………………………………………………………………………… 9

四半期連結包括利益計算書 …………………………………………………………………………………… 10

２ その他 ……………………………………………………………………………………………………………… 13

第二部 提出会社の保証会社等の情報 ……………………………………………………………………………………… 14

   

［四半期レビュー報告書］  

 



【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 北陸財務局長 

【提出日】 2020年２月10日 

【四半期会計期間】 第41期第３四半期（自 2019年10月１日 至 2019年12月31日） 

【会社名】 福井コンピュータホールディングス株式会社 

【英訳名】 Fukui Computer Holdings,Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  林 治克 

【本店の所在の場所】 福井県福井市高木中央１丁目2501番地 

【電話番号】 ０７７６（５３）９２００（代表） 

【事務連絡者氏名】 取締役経営管理本部長  橋本 彰 

【最寄りの連絡場所】 福井県福井市高木中央１丁目2501番地 

【電話番号】 ０７７６（５３）９２００（代表） 

【事務連絡者氏名】 取締役経営管理本部長  橋本 彰 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第40期 

第３四半期連結 
累計期間 

第41期 
第３四半期連結 

累計期間 
第40期 

会計期間 
自2018年４月１日 
至2018年12月31日 

自2019年４月１日 
至2019年12月31日 

自2018年４月１日 
至2019年３月31日 

売上高 （百万円） 8,408 9,543 11,414 

経常利益 （百万円） 3,146 3,720 4,149 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 2,210 2,528 2,883 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,877 2,612 2,515 

純資産額 （百万円） 9,976 12,399 10,613 

総資産額 （百万円） 14,147 16,432 15,671 

１株当たり四半期（当期） 

純利益 
（円） 106.92 122.31 139.45 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 70.5 75.5 67.7 

 

回次
第40期

第３四半期連結
会計期間

第41期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自2018年10月１日
至2018年12月31日

自2019年10月１日
至2019年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 38.38 28.28 

（注）１． 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２． 売上高には消費税等は含まれておりません。

３． 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況 １ 

四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績 

当社グループ（当社及び連結子会社）における当第３四半期連結累計期間の経営成績につきましては、売上高

9,543百万円（前年同期比13.5％増）、営業利益3,682百万円（前年同期比18.3％増）、経常利益3,720百万円（前

年同期比18.2％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益2,528百万円（前年同期比14.4％増）となりました。 

セグメントの経営成績は次のとおりであります。 

なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同四半期比較について

は、前年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。 

（建築ＣＡＤ事業） 

建築ＣＡＤ事業の売上高は4,140百万円（前年同期比1.4％増）、営業利益は1,238百万円（前年同期比2.5％減）

と増収減益となりました。 

木造住宅関連の設計ＣＡＤを主な製品とする住宅事業においては、第２四半期連結会計期間でのIT導入補助金の

採択が売上の追い風となりましたが、当第３四半期連結会計期間におきましてはIT導入補助金採択による売上の反

動減と住宅市場の新設住宅着工戸数の落ち込み等の要因もあり、前年度の同期間と比べ減収となりました。第３四

半期連結累計期間では前年同期比概ね横這いでの推移となっております。 

建材事業におきましては、受託関連の売上がやや落ち込みましたが、主力製品である３Ｄカタログサイトは継続

取引社数を増加させ底堅く推移しております。木造住宅以外の建築設計ＣＡＤを主な製品とするＢＩＭ事業におき

ましても製品売上・継続取引社数ともに増加しており、前年同期比で業績は堅調に推移しております。 

前年同期比で減益となった要因といたしましては、人件費増加が主な要因となっております。 

（測量土木ＣＡＤ事業） 

測量土木ＣＡＤ事業の売上高は4,750百万円（前年同期比10.9％増）、営業利益は2,121百万円（前年同期比

17.7％増）となりました。 

建設現場の生産性向上を図るi-Constructionの普及並びに第２四半期連結会計期間でのIT導入補助金の採択が売

上の後押しとなり、同セグメント内の全事業において業績は堅調に推移しております。当第３四半期連結会計期間

におきましてはIT導入補助金採択による売上の反動減等の要因もあり、前年度の同期間と比べやや減収となりまし

たが、第３四半期連結累計期間では前年同期比で増収増益と堅調に推移しております。 

測量事業におきましては、上記要因に加え、主要製品である測量ＣＡＤソフトのシステムチェンジの需要が引き

続き堅調となり前年同期比増収で推移しております。 

土木事業、建設インフラ事業におきましても、上記要因により前年同期比増収となっております。 

（ＩＴソリューション事業） 

ＩＴソリューション事業の売上高は652百万円（前年同四半期は41百万円）、営業利益は273百万円（前年同四半

期は営業損失46百万円）となりました。 

主に、2019年４月に行われた統一地方選挙及び７月に行われた参議院選挙の出口調査システムにかかわる売上を

計上したことにより前年同期比で大幅な増収増益となりました。 

 

② 財政状態 

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、16,432百万円となり、前連結会計年度末より760百万円増加し

ました。主な要因は、現金預金及び棚卸資産の増加、売上債権の減少によるものであります。 

負債合計は4,033百万円となり、前連結会計年度末より1,024百万円減少しました。主な要因は、未払法人税等及

び未払費用の減少等によるものであります。 

純資産は12,399百万円となり、前連結会計年度末より1,785百万円増加しました。これに伴い、自己資本比率は

75.5％となっております。 

 

(2）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動 

 当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、438百万円であります。

 なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(5）経営成績に重要な影響を与える要因

当社グループは、建築・測量・土木のＣＡＤソフトウエアの開発及び販売を主たる業務とし、またこれらのソフ

トウエアに関連する情報機器の販売も行っております。そのため、当社グループの経営成績は建設業界の動向に影

響を受ける傾向があります。

当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、①市場シェアの拡大、②新製品・新サービスの創

出、③人材の育成と獲得に取り組み、経営体質の強化に努めてまいります。

 

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループにおける資金使途としましては、主たる事業が建築・測量・土木のＣＡＤソフトウエアの開発及び

販売であるため、開発部門及び営業部門の人件費が中心となります。当第３四半期連結会計期間末における現金及

び預金残高は9,390百万円であり、将来予測可能な運転資金及び設備投資資金に対して、十分な資金を確保してお

ります。 

 

３【経営上の重要な契約等】

  当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類 
第３四半期会計期間末現在発行数 

（株） 
（2019年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（2020年２月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 20,700,000 20,700,000 
東京証券取引所 

市場第一部 

単元株式数 

100株 

計 20,700,000 20,700,000 － － 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

      該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2019年10月１日～

2019年12月31日
－ 20,700 － 1,631 － 1,500

 

（５）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

   当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2019年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

        2019年12月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 24,500 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,673,000 206,730 － 

単元未満株式 普通株式 2,500 － 1単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数   20,700,000 － － 

総株主の議決権   － 206,730 － 

 

②【自己株式等】

        2019年12月31日現在 

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

福井コンピュータ

ホールディングス

株式会社 

福井県福井市高木中央 

1丁目2501番地 
24,500 － 24,500 0.12 

計 － 24,500 － 24,500 0.12 

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2019年10月１日から2019

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2019年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(2019年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 8,643 9,390 

受取手形及び売掛金 1,802 1,626 

商品及び製品 11 20 

仕掛品 6 40 

原材料及び貯蔵品 5 130 

その他 454 634 

貸倒引当金 △4 △3 

流動資産合計 10,919 11,837 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 1,280 1,238 

土地 1,085 1,085 

その他（純額） 87 95 

有形固定資産合計 2,453 2,420 

無形固定資産 102 171 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,369 1,487 

繰延税金資産 495 178 

その他 338 343 

貸倒引当金 △6 △7 

投資その他の資産合計 2,197 2,002 

固定資産合計 4,752 4,594 

資産合計 15,671 16,432 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2019年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(2019年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 28 28 

未払法人税等 701 225 

前受金 2,261 2,307 

賞与引当金 457 295 

役員賞与引当金 55 41 

その他 1,429 944 

流動負債合計 4,933 3,842 

固定負債    

繰延税金負債 124 191 

固定負債合計 124 191 

負債合計 5,057 4,033 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,631 1,631 

資本剰余金 1,500 1,500 

利益剰余金 7,060 8,762 

自己株式 △58 △58 

株主資本合計 10,134 11,835 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 479 563 

その他の包括利益累計額合計 479 563 

純資産合計 10,613 12,399 

負債純資産合計 15,671 16,432 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 

(自 2018年４月１日 
 至 2018年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 2019年４月１日 

 至 2019年12月31日) 

売上高 8,408 9,543 

売上原価 1,620 2,181 

売上総利益 6,787 7,361 

販売費及び一般管理費 3,674 3,679 

営業利益 3,112 3,682 

営業外収益    

受取配当金 18 22 

受取手数料 6 6 

その他 9 9 

営業外収益合計 34 38 

経常利益 3,146 3,720 

税金等調整前四半期純利益 3,146 3,720 

法人税、住民税及び事業税 827 844 

法人税等調整額 108 347 

法人税等合計 936 1,191 

四半期純利益 2,210 2,528 

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,210 2,528 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 

(自 2018年４月１日 
 至 2018年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 2019年４月１日 

 至 2019年12月31日) 

四半期純利益 2,210 2,528 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △332 83 

その他の包括利益合計 △332 83 

四半期包括利益 1,877 2,612 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 1,877 2,612 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

    該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

    該当事項はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  2018年４月１日
至  2018年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  2019年４月１日
至  2019年12月31日）

減価償却費 132百万円 145百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自2018年４月１日 至2018年12月31日）

１．配当金支払額 

（決議）

株式の種類
配当金の総額 

（百万円）

１株当たり 

配当額 

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月22日

定時株主総会
普通株式 661 32.00 2018年３月31日 2018年６月25日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動 

当社は、2018年９月21日開催の取締役会決議に基づき、2018年９月28日付で、自己株式2,300,000株の消

却を実施いたしました。この結果、当第３四半期連結累計期間において資本剰余金が595百万円、利益剰余

金4,754百万円及び自己株式が5,349百万円減少し、当第３四半期連結会計期間末において資本剰余金が

1,500百万円、利益剰余金が6,388百万円、自己株式が58百万円となっております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自2019年４月１日 至2019年12月31日）

１．配当金支払額 

（決議）

株式の種類
配当金の総額 

（百万円）

１株当たり 

配当額 

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月21日

定時株主総会
普通株式 827 40.00 2019年３月31日 2019年６月24日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自2018年４月１日 至2018年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

 
建築ＣＡＤ 

事業 
測量土木 

ＣＡＤ事業 
ＩＴソリュー
ション事業 

計 

売上高            

外部顧客への売上高 4,083 4,283 41 8,408 － 8,408 

セグメント間の内部売
上高又は振替高 

－ － － － － － 

計 4,083 4,283 41 8,408 － 8,408 

セグメント利益又は損失

（△） 
1,270 1,801 △46 3,025 86 3,112 

（注）１. セグメント利益又は損失（△）の調整額86百万円は、グループ会社からの経営管理料等及びグループ管

理にかかる費用であります。

     ２. セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自2019年４月１日 至2019年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

 
建築ＣＡＤ 

事業 
測量土木 

ＣＡＤ事業 
ＩＴソリュー
ション事業 

計 

売上高            

外部顧客への売上高 4,140 4,750 652 9,543 － 9,543 

セグメント間の内部売
上高又は振替高 

－ － － － － － 

計 4,140 4,750 652 9,543 － 9,543 

セグメント利益 1,238 2,121 273 3,633 48 3,682 

（注）１. セグメント利益の調整額48百万円は、グループ会社からの経営管理料等及びグループ管理にかかる費用

であります。

     ２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項 

 「建築ＣＡＤ事業」を営む当社子会社の事業でありました「ＩＴソリューション事業」の各事業を、2019年４

月１日付けで当社が事業譲受したことに伴い、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントを従来の「建築Ｃ

ＡＤ事業」及び「測量土木ＣＡＤ事業」の２区分から、「建築ＣＡＤ事業」、「測量土木ＣＡＤ事業」及び「Ｉ

Ｔソリューション事業」の３区分に変更しております。 

 なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したもの

を開示しております。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年12月31日）

  １株当たり四半期純利益 106円92銭 122円31銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 2,210 2,528

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（百万円）
2,210 2,528

普通株式の期中平均株式数（千株） 20,675 20,675

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
   該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

      2020年２月10日

 
 
福井コンピュータホールディングス株式会社 

 取締役会 御中 
 
 

  有限責任監査法人 ト ー マ ツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 髙 村 藤 貴  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 陸 田 雅 彦  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている福井コンピュー

タホールディングス株式会社の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2019

年10月１日から2019年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年12月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

  当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、福井コンピュータホールディングス株式会社及び連結子会社の2019年

12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

    ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 北陸財務局長

【提出日】 2020年２月10日

【会社名】 福井コンピュータホールディングス株式会社

【英訳名】 Fukui Computer Holdings,Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  林 治克

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 福井県福井市高木中央１丁目2501番地

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長林 治克は、当社の第41期第３四半期（自2019年10月１日 至2019年12月31日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


